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G20軽井沢アクションプラン（2019年6月）とEDITS

「我々は、将来のエネルギー需給のより良い理解に関する定量分析の重要性、

並びに、デジタル化、人工知能（ＡＩ）、インターネットオブシングス（ＩｏＴ）及びシェ

アリングエコノミーによって牽引される需給両面のイノベーションの役割を認識

する。我々は、世界の科学コミュニティ及び国際機関・枠組によってなされる、

エネルギー・気候モデルのための経済全般にわたる全範囲シナリオのさらなる

洗練及び開発のための努力を支持する」

注）G20首脳宣言の附属文書にもなっている。

RITEでは、経済産業省の研究委託事業として、 2020年度からEDITS事業
を受託



EDITSの研究体制と各課題
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【ワーキンググループ体制と研究課題】
全体リーダー： Keigo Akimoto, Keywan Riahi

◼部門別モデル化・分析・検討
• 産業部門（リーダー：Stefan Pauliuk, Dominik Wiedenhofer） ［主な課題：産業部門モデル間
の比較（理論、地理的/時間的/生物物理学的カバレッジ、データの利用可能性、手法等における
相違の把握）、マテリアル効率性の効果等］

• 建築部門（リーダー：Alessio Mastrucci, Leila Niamir） ［主な課題： 建築部門モデル間の比

較（地域差、異質性）、シェアリングエコノミーの効果及びスマートワーキングが商業建築部門に
与える影響、等］

• 運輸部門（リーダー：Paul Kishimoto, Luis Martinez） ［主な課題：運輸部門モデルの比較（活
動タイプ（旅客/貨物）、ロケーション（都市型/非都市型）、車両サイズ、モードの相違、等 ） ］

◼データ収集・整理
     （リーダー： Oreane Edelenbosch, Nan Zhou） ［主な課題：需要側のミクロデータ収集及び共有 ］

◼シナリオ・モデル化
• 定性的シナリオ検討・策定（リーダー： Arnulf Grubler, Charlie Wilson） ［主な課題：1.5℃目標
及びSDG目標に沿った低エネルギー・マテリアル需要に関する定性的シナリオ構築］

• モデル分析比較のプロトコル策定（リーダー： Bas van Ruijven, Masahiro Sugiyama） ［主な課
題： Model Complementarity Exerciseの実施（各モデルの特徴を活かしたモデル分析比較 ）］

• 部門の統合分析（リーダー： Shonali Pachauri, Massimo Tavoni） ［主な課題：定性的シナリオ
に沿った評価フレームワークの開発（厚生及び実行可能性評価） 等 ］

• Well-being指標検討・策定（リーダー：Sascha Nick, Linda Steg） ［主な課題：低エネルギー需
要シナリオの評価指標の策定、GDP以外の評価軸の策定］



EDITSの主な参加者・参加機関（2025年度）
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2025年度EDITS参加研究機関（主要機関）

IIASA オーストリア

OECD/ITF フランス

University of Tokyo 日本

Lawrence Berkeley National Labs (LBNL) 米国

Utrecht University オランダ

Euro-Mediterranean Center on Climate Change (CMCC) イタリア

Tsinghua University 中国

University of Natural Resources & Life Sciences, Vienna 

(BOKU)
オーストリア

University of Oxford 英国

UFRJ/COPPETEC ブラジル

Asian Institute of Technology (AIT) タイ

University of Groningen オランダ

Osaka University 日本

Central European University (DBH InnoHub) ハンガリー

University of Wisconsin 米国

University of California, Santa Barbara (UCSB) 米国

Iscte - University Institute of Lisbon ポルトガル

Korea International Economic Association 韓国

Swiss Federal Institute of Technology in Lausanne (EPFL) スイス

全体では150名程度の研究者が参画

4半期に1回、全体会合を実施
内、１回はワークショップとして開催

2025年度のワークショップ（招待制）
◼ 2025年 10月 14日～10月16日
◼ オーストリア IIASA

◼ 102名参加（オンライン参加者11名含む）



EDITSメンバーによる査読論文執筆とIPCC執筆者選任
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実績

2023年度 2024年度 2025年度

査読論文採用数 23編 40編 38編

査読論文被引用数 716編 538編 195編

※ 2026年4月9日時点での調査
RITE研究者が共同執筆者に含まれない論文を含む数字

◼ EDITSとして多くの査読論文を執筆中。
◼ IPCC WG3 第7次評価報告書（2028年公表目途）の執筆プロセスが開始し
た。EDITSメンバーから秋元を含む、約20名が執筆者等に選任（全体220名
程度）



２．EDITS研究の背景状況



世界・主要国のCO2排出量の推移
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出典）Global Carbon Project, 2024

◼ 世界全体では、経済とCO2排出量のカッ

プリングは続いている。世界の排出量を簡
単に減らせる状況にはない。

◼ 先進国から、途上国へ、とりわけCO2原単
位の高い製造業の移転が起こっている。

◼ 国際協調のない世界においては、相対的
なエネルギー価格が上がれば、エネル
ギー多消費産業を中心に、産業、CO2の

リーケージが進み、世界全体での排出削
減効果がほとんど生じない。

出典）環境省, 2025

日本のGHG排出量



地球温暖化対策の基本構造と事業の関係

人間の欲求

人間活動

エネルギー・物質・情報／人間活動

CO2排出／エネルギー・物質・情報

CO2濃度／CO2排出

気温上昇／GHG濃度

気候変動影響被害／気温上昇

残余の気候変動影響被害

社会構造・ライフスタイル変化

エネルギー、物質、
情報生産性の向上

エネルギー、物質、
情報生産の低炭素化

CO2回収・利用・貯留

植林、直接空気回収（DAC）

気候制御（太陽放射管理等）

各種気候変動への適応

緩和策
（排出削減策）

適応策

気候工学的手法
（ｼﾞｵｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）

出所：山地憲治, 2006：「エネルギー・環境・経済システム論」、岩波書店に加筆

様々な段階での不確実性や各種対策の特徴を踏まえながら、総合的なリスクマネジメントが重要

人為起源CO2以外
のGHG排出

10

従来の対策は
ここが中心

従来は意識変化に限定的。
技術の革新によりここを改
善する可能性の追求

真の欲求は何か？（新たな
技術によって欲求も変化）

情報によるエネルギー、
物質、資本の代替
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大幅排出削減（1.5℃シナリオ）のシナリオの類型化

出典）IPCC 1.5℃特別報告書 (2018)

最終エネルギー需要
小 大

SSP1 SSP2

（中位シナリオ）
SSP5SSP1よりも更に小さい

エネルギー需要（LED）
シナリオ

炭素価格大（炭素リーケージ
を防ぐためにも排出削減の
強力な国際協調が不可欠）

気候リスク対応のためCDR 

（CCS, BECCS, DACS等）
技術も大規模に利用

炭素価格小（排出削減の
国際協調が緩やかでも民
間主導で対策が進展）

エンドユースの技術革新に
より経済自律的にエネル
ギー需要が大きく低下

✓ 全体のリスクマネージメントが重要であり、各技術
に役割有。

✓ 本発表では、エンドユースの技術革新とそれによ
るエネルギー需要低下の可能性とその気候変動
対策全体への効果についてフォーカス



Society 5.0
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出典）経団連

出典）朝日新聞SDGs ACTION!

Society 5.0のように、デジタルを活用し、
新たな価値を創造し、SDGsの同時達成
の追求が一層重要になってきている。

出典）内閣府



一次エネルギー 最終エネルギー 有効エネルギー サービスエネルギー
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利用段階別の世界のエネルギー利用量
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一次エネルギーに対する比率

最終的なサービスとしては、一次エネルギー
の4～5%程度しか活用できていない。

出典）A. Grubler, ALPSシンポジウム(2016)

エネルギー需要サイドに特に効率化の改善余地が大きい。従来は隠れたコストのような障壁があって
その効率化は難しかったが、情報技術の発達によって、その改善の可能性が高まってきている。
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IT, AI等のデジタル技術による社会変化と
低エネルギー需要・低炭素排出社会の可能性

• 社会はエネルギー消費を目
的にエネルギーを消費して
いるわけではない。製品・
サービスが効用増をもたら
すため、それに体化された
エネルギーを消費している
に過ぎない。

• 効用増をもたらす製品・サ
ービスの展開は急速な場合
が多く、それに付随したエ
ネルギー・CO2排出低減は
急速になる可能性あり。出典：IIASA
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紙の消費量の変化： e-publication等の効果

印刷・情報用紙

新聞巻取紙

電子化当初は、紙の消費量は減らなかったが、ここにきて大きな低下が見られる。（ただし、ダンボール
紙は増大している。）

出典）FAO, FAOSTAT database (2026)



デジタル化によるエネルギー消費・CO2排出への影響
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出典）IPCC第6次評価報告書 (2022), Fig. 5.12

✓ 各種デジタル化によって、
大きなエネルギー消費低減
やCO2排出量の低減が推
計される。

✓ 一方、推計の不確実性は
極めて大きい。大きなリバ
ウンド効果もあり得る。

住居

食べ物

教育・
エンタ

移動体



シェアリング・サーキュラーエコノミーによる
エネルギー消費・CO2排出への影響 17

✓ シェアリングエコノ
ミー・サーキュラ
ーエコノミーによ
る排出削減余地
は大きい。

✓ 一方、推計の不
確実性は極めて
大きい。

出典）IPCC第6次評価報告書 

(2022), Fig. 5.13
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部門別の需要対策の効果（IPCC第6次評価報告書）
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Fig. SPM6

（日本語仮訳）

（SPM C.10）
✓ 「需要側の対策と
エンドユースサービ
スの新しい提供方
法によって、エンド
ユース部門におけ
る世界全体の 

GHG 排出量を
ベースラインシナリ
オに比べて 2050

年までに 40-70% 

削減しうる。」
✓ 「需要側の緩和対
応策は、全ての
人々の基本的幸福
の向上と整合的で
ある。」



Decent Living Standards (DLS)

19

• Rao and Baer (2012) 、Rao and Min 
(2017) では、Decent Living standards
（適正な生活水準）を「人々の基本
的なウェルビーイングの達成に不可
欠な一連の物質的条件、指標や定量
的閾値であり、地域の慣習や選好に
基づき社会において運用可能となる
もの」と定義。DLSは全ての人々が
ウェルビーイングを確保するために
必要な最低限の消費で構成される。

• DLSフレームワークはエネルギーと
物質が推計可能な基本ニーズとし
て、住居（住宅、住環境）、栄養
（食品）、健康・衛生（水、ヘルス
ケア）、社会化（教育、社会的つな
がり）、移動）を考慮する。

DLSの活動量とエネルギー集約度

19

出典） C. Wilson et al., The 'High-with-Low' 

Scenario Narrative: Key Themes, Cross-Cutting 

Linkages, and Implications for Modelling, IIASA 

Working Paper (2023); J.S. Kikstra et al., 

Environmental Research Letters 16 (2021)
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世界エネルギー消費量の見通し：他シナリオとの比較

[SR15 P1]

DNE21+ baseline (SSP2ベース)

B2DS_All-

CE+FL+GR（後述）

✓ デジタル化等によって誘発され得る、サーキュラーエコノミー・シェアリングエコノミー等によって、
低エネルギー需要を実現する可能性（機会）を検討、分析を強化するとともに、DLE等とのギャッ
プ、その障壁（隠れたコストなど）の理解を進めることが重要

[出典] J. Millward-Hopkins et al., Global Environmental Change (2020)掲載グラフに追記
[注] 最新のIEA WEO2025における2050年のCurrent Policies Scenario (CPS)は599 EJ、
Stated Policies Scenario (STEPS)は547 EJとされており、グラフ表示よりも若干低い。

IPCC SSP1～5マーカーシナリオ

Millward-Hopkins et al. (2022) 

DLEベース更新推計：125 EJ

IEA WEO (2025) NZE

Millward-Hopkins et al. (2020)



３. EDITS関連の研究成果



定性的シナリオ’High-with-Low’の想定ドライバー
22

出典） EDITS WG3 Narratives group (A. Grubler, G. Nemet, S. Pachauri, C. Wilson), The 'High-with-Low' Scenario Narrative 

(2022); C. Wilson et al., The 'High-with-Low' Scenario Narrative: Key Themes, Cross-Cutting Linkages, and Implications for 

Modelling, IIASA Working Paper (2023)

high wellbeing with low resource use

適切な生活水準

デジタル化 イノベーション



需要側対策の排出削減効果「削減貢献量」の評価
23
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HP hot-water supply HP heating

Keigo Akimotoa, Fuminori Sanoa, Yuko Nakanoa, 

and Tae Yong Jungb

aResearch Institute of Innovative Technology for the Earth 

(RITE)
bYonsei University

✓ RITEの世界エネルギーシステムモデル
DNE21+によって、2重計上を避けつつ、世界
における「削減貢献量」を試算

✓ 省エネ製品等（EVバッテリー、ヒートポンプ技
術）の国際的な普及の重要性を指摘

2026年1月

【背景】
• Scope 3排出量は、製品の利用段階での排出量
もカウント。トランジション期においては、需要側
で省エネルギーを実現し、排出削減に寄与する
技術でも、普及が広がれば、製造した企業の
Scope 3排出量は増大し、ディスインセンティブ
にもなる。

• そのため、「削減貢献量（avoided emissions）」
を別途、定義し、企業の貢献を定量化しようとす
る動向有

• しかし、過大評価を避けるベースラインの定義な
どの課題がある。

蓄電池（EVバッテリー）の世界の削減貢献量（1.5℃シナリオ）

HP（給湯、暖房）の世界の削減貢献量（1.5℃シナリオ）



AIによるエネルギー需要への影響
24

Masanet, Illuminating AI’s energy impacts: the role of industry, 

EDITS annual workshop(2024)

                                         
                                         
                   
                                 
                                               

                 

                           

                      
                             
                                
                  
           
                                  

                             

  
  
 
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
  
  
 
  

                                                                                      
                                                               

✓ AIによるエネルギー需要への影響評価においては、AIによる社会や世界経済の転換、ネットゼロ技術のブレイク
スルー促進効果など、多くの不確実性を考慮する必要がある。

✓ これら不確実性を考慮したシナリオを構築し、気候影響を評価していくことが望ましい。
✓ ハードウェア、ソフトウェア、インフラの効率向上イノベーションを進めることが、デジタルサービス需要増大のオフ

セットに必要
- ハードウェアイノベーションは減速するかもしれないが、ソフトウェアイノベーションは依然として速い。効率性
向上効果のほうが大きい可能性の指摘



住宅および自動車の材料効率化の世界将来シナリオ

分析対象
期間：2016-2060年（結果は2050年まで）、地域：世界20ヶ国・地域、製品：住宅建物と乗用車
材料：鉄鋼、アルミニウム、銅、セメント、プラスチック、木材

モデル
RECC v2.4 ストック・フロー・サービスの動学モデル
社会サービス需要から必要な製品ストックをもとめ、それに伴う材料生産、廃棄、リサイクル、エネルギー消費および
GHG排出量を一貫した推計

シナリオ
社会経済：LED、SSP1、SSP2

気候政策：2020年以降に追加政策がないケース、2℃目標と整合する脱炭素政策ケース
材料効率政策：材料効率化政策無、材料効率化政策有

評価した材料効率化の10戦略
使用済み材料の回収率向上、製造歩留まりの向上、製造スクラップの直接利用、製品・部材の再利用、材料代替、軽量
化・小型化、製品寿命の延長、カーシェアリング、ライドシェアリング、住宅床面積の効率的利用

製品・技術の詳細化
代表的な製品類型を設定し、材料構成と使用時のエネルギー消費を積み上げ
乗用車：6種の動力方式、2種の重量設定、4つの車格を組み合わせた48種類の代表的な乗用車モデル
住宅：13種類の住宅タイプと、それらを細分化した52種類の代表的な住宅モデル
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材料効率化戦略の評価：地域別GHG排出量への寄与

✓ 検討された材料効率化戦略は、世界の全ての地域および気候政策シナリオにおいて、乗
用車・住宅建築物部門の使用段階ならびに生産・建設段階に関連するGHG排出量の削
減につながる。

新規の気候政策無、材料効率化戦略無
新規の気候政策無、材料効率化戦略有
2℃シナリオ、材料効率化戦略無
2℃シナリオ、材料効率化戦略有

（出典）Pauliuk et al. (2021)

SSP1シナリオ
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乗用車

住宅建物



材料効率化戦略の評価：生産量・製品ストックへの影響

（出典）Pauliuk et al. (2021), 
Nature Communications
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✓ 材料効率化戦略により、住宅・乗用車向けの鉄鋼、セメント、プラスチックの一次生産量が大幅に減少する。
✓ 特にGlobal Northにおける鉄鋼、セメント、プラスチックなどの1人当たり使用ストックが抑制される。

材料効率化戦略無
材料効率化戦略有Global North

Global South 材料効率化戦略無
材料効率化戦略有

一次生産

二次生産

材料効率化戦略無
材料効率化戦略有

材料効率化戦略無
材料効率化戦略有



住宅のHwL指標におけるDLSベンチマークと現状の比較

✓ 住宅のHwL指標における
既存政策（赤）、DLSベン
チマーク（青）と、現状
の需要（黄）には相当な
乖離がある。

✓ 需要のレンジは、地理・
気候、住居サイズ、世帯
の経済状況、国家経済、
政治的状況、文化的価値
や選好などを要因によっ
て、大きな幅がある。

一人当たり住宅
エネルギー消費

一人当たり
住宅床面積

一人当たり照明・家
電エネルギー消費

物質原単位 冷暖房設定温度

エネルギー原単位

28

J. Zhang et al., (2026)



✓ 資材製造と建設からの排出は
民生部門からの排出の大部分
を占めており、これらに体化
されたエネルギーと排出に対
する注目が高まっている。

✓ 小型化、長寿命化、軽量化、
設計・建設効率、リサイク
ル・再利用による建設材料需
要の低減ポテンシャルを評
価。資材の削減ポテンシャル
はセメントが大きい。

✓ 削減率はほぼすべての材料で
高い削減ポテンシャルがあ
り、92%の削減率のケースも
見られる。

小型化

長寿命化

軽量化

設計・建
設効率

リサイクル・
再利用

セメント 鉄鋼 木材 その他 混合材
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Efficiency, sufficiency戦略による材料需要の削減ポテンシャル

出典） Zhang et al. (2026)

削
減
ポ
テ
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シ
ャ
ル

削
減
率



需要側対策のエネルギー安全保障への影響分析

【要旨】
• 気候変動、パンデミック、ロシアのウクライナ侵略等によるエネルギー供給の混乱に備えるため、エネルギー安全保障は重
要な課題

• 従来の政策や評価は、輸入依存度や輸入元および燃料の多様化といった供給側に偏っており、需要側対策の効果を十分
に捉えていない。

• 需要側（産業、運輸、建物におけるエネルギー需要）を明示的に考慮し、政策介入がエネルギー安全保障に与える影響を
体系的に評価する手法を構築
➢ 分析対象はエネルギー使用量の約3分の2を占める14ヶ国における2019年のエネルギーフロー
➢ 4つの政策（①輸入先多様化、②燃料転換、③建物の低温熱需要削減、④運輸部門電化）で一次エネルギーを約10%変化させた比較

• 需要削減や効率化が供給側対策（輸入先の多様化、燃料転換）よりもエネルギー安全保障の向上に有用
➢ 需要側政策、特に運輸部門の電化や建物の低温熱需要削減が頑健にエネルギー安全保障を向上させる。

30

供給側指標（5） 需要側指標（7）

非化石燃料比率 GDP当たりの最終エネルギー消費量

輸入自給率 最終エネルギー源の多様性

一次エネルギー源の多様性 発電源を考慮した最終エネルギー源の多様性

輸入依存度を考慮した一次
エネルギー源の多様性

エネルギー支出の対GDP比

化石燃料支出削減額の対GDP比

輸入先の集中度を考慮した
一次エネルギー源の多様性

エネルギー全体の支出削減額の対GDP比

一次エネルギー需要の削減

区分 政策 内容

供給
側

輸入先の多
様化（PE1）

各国が輸入する最大の化石燃料（通
常は原油）に関し、上位2ヶ国からの
輸入をその他の輸入先へ振り替え

燃料転換
（FE1）

輸送部門で使用される輸入石油を国
産のバイオ燃料に代替

需要
側

建物の低温
熱需要削減
（UE1）

壁の断熱強化や高性能窓の導入な
どによる、住宅・商業建物の暖房・給
湯に必要な低温熱需要を削減

運輸部門の
電化（UE2）

内燃機関車からEVへの転換による、
運輸部門のエネルギー需要削減

【評価指標】 【想定対策】



エネルギー安全保障分析：想定政策の評価指標への影響

14ヶ国の平均値を用いて、4政策が12指標に
与える効果の大きさを比較

（基準値100から外側ほど改善効果が大きい）

14ヶ国×12指標について4政策が改善・悪化
をもたらした件数を集計

✓ 左図：運輸部門の電化（濃青）は12指標のうち7指標で最も効果が大きく、改善範囲も広い。次い
で、建物の低温熱需要削減（薄青）も最終エネルギー効率やエネルギー支出などを改善する。

✓ 右表：14ヶ国の比較では、運輸部門の電化と低温熱需要削減が燃料転換や輸入先の多様化よりも
幅広いエネルギー安全保障指標を改善する。

（出典）Bento et al. (2024), Science
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需要側対策の生活の質の便益評価
32

供給側 需要側

供給側 需要側

供給側

需要側

【分析・評価の内容】
• 気候緩和戦略は排出削減や経済的コストの点から評価されることが多いが、生活の質に対する広範な影響は公共の
支持を強く形作る可能性あり。

• 建築、交通、産業における供給、需要側のエネルギー・気候戦略の違いが生活の質にどのように影響するかを評価
• エネルギーシステムシミュレーションモデルを用いて、18か国における6つの生活の質の側面への影響を定量化



需要側対策の生活の質の便益：統合指標による評価
33

✓ エネルギー分野の雇用者数の指標
を除いた指標では、３つの分野とも
に、需要側対策の方が、生活の質の
便益向上が大きいと推計された。

供給側 需要側

供給側 需要側

供給側

需要側

6つの指標の統合指標

エネルギー分野の雇用指標を除いた5つの指標の統合指標

（出典）Grubler et al. (2026), Communications Sustainability



DXによるサーキュラー・シェアリング経済の効果の分析：
シナリオの想定（1/2）  【RITEチーム分析】

DXによるCE誘発
等

エネルギー消費への
直接的な影響

エネルギー消費への間接的な影響 DNE21+モデル分析における想定
（暫定試算）

1) 完全自動運転車
実現により誘発さ
れるライドシェア、
カーシェアリング
（2030年時点まで
は想定せず）

- ライドシェアによる
乗用車用エネル
ギー消費量の低減

- カーシェアリングに伴う乗用車台数
の低下に伴う、鉄鋼、プラスティック、
ゴム、ガラス、コンクリート等の低減

- 製品、素材の国際貨物輸送の低減
⇒項目 8)

- 鉄鋼製品生産量：▲4%（車両＋立
体駐車場。道路建設含まず）

- プラスティック製品： ▲1%

- タイヤ製品：▲28%（乗用車向け比）

（エネルギー消費量低減換算値をモ
デルで想定）

- ガラス製品：▲28%（乗用車向け
比）（エネルギー消費量低減換算値
をモデルで想定）

- セメント製品：▲1%（立体駐車場の
み。道路建設含まず）

2) バーチャルミー
ティング、テレワー
ク

- 移動の低減に伴う
運輸部門のエネル
ギー消費量の低減

- 長期的に建築物の稼働率上昇、必
要な空間面積の低減により、鉄鋼、
コンクリート等の低減の可能性有
【今回のモデル分析では未考慮】

- 旅客需要：▲10%

3) e-publication 

等による紙の代替
- 紙の生産のための
エネルギー消費量
の低減

- 紙媒体の配送等の貨物需要低減の
可能性有
【今回のモデル分析では未考慮】

- 紙パ生産量：▲20%

4) e-コマースや他
のDXによるアパレ

ルのリサイクル・
シェア化の促進

- アパレル製造のエ
ネルギー消費の低
減

- ショッピングセンター等、小売店舗の
低減と、それに伴うエネルギー消費、
また建築物建設の低減により、鉄鋼、
コンクリート等の低減の可能性有
【今回のモデル分析では未考慮】

- アパレル生産量：▲20%（エネル

ギー消費量低減換算値をモデルで
想定）
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赤字： 家庭部門関連、緑字：業務部門関連、青字: 輸送部門関連、紫字：産業部門関連、茶字：非CO2 GHG等



DXによるサーキュラー・シェアリング経済の効果の分析：
シナリオの想定（2/2） 【RITEチーム分析】

DXによるCE誘発
等

エネルギー消費への直
接的な影響

エネルギー消費への間接的な影響 DNE21+モデル分析におけ
る想定（暫定試算）

5) 都市開発、設計

等の進展による建
築物の高寿命化

- 建築物の高寿命化によ
る、セメント、鉄鋼製品
の低減に伴うエネル
ギー消費量の低減

- 建築物の高寿命化：+40%、
それに伴うセメント：▲3%、鉄
鋼製品需要の低減：▲3%

6) 需要予測の向上
等による食品廃棄
の低減

- 必要食品生産量の低減
等に伴う、窒素肥料、プ
ラスティック製品等の生
産に伴うエネルギー消
費量の低減

- 小売店舗棟のエネル
ギー消費量の低減

- 必要食品生産量の低減
等に伴う、メタン、一酸化
窒素排出量の低減

- 農畜産物、食品等の低減に伴う国際貨
物輸送の低減 ⇒ 項目8)

- 食品販売量の低減に伴う、小売店舗の
低減に伴う鉄鋼、コンクリート製品等の
低減の可能性
【今回のモデル分析では未考慮】

- 他用途への利用可能な土地面積の増
大に伴う植林等によるCO2固定可能性
【今回のモデル分析では未考慮】

- 石油化学製品（窒素肥料含
む）の低減：▲1%

- プラスティック製品：▲1%

- 紙パ製品：▲0.5%

- 輸送サービス需要：▲1%

他
(以上、産業連関表より算定）

- メタン、一酸化窒素排出低
減：▲493 MtCO2eq/yr in 

2050

7) 3Dプリンティング

の適用による素材
の低減

- アルミニウム、鉄鋼製品
等の低減

- 製造段階による電力消
費量の低減

- 航空機の軽量化に伴う運航時のエネル
ギー消費量の低減

- 自動車等の軽量化に伴うエネルギー消
費量の低減

 【今回のモデル分析では未考慮】

- アルミニウム製品：▲1%

- 鉄鋼製品：▲0.02%

- 直接的電力消費量：▲1%

- 航空機の運航時のエネル
ギー消費量：▲10%

8) 基礎素材やその

他製品需要の低減
に伴う国際海運需
要の低減

- 国際海運需要の低減に
によるエネルギー消費
量の低減

- 国際海運需要：▲1%
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赤字： 家庭部門関連、緑字：業務部門関連、青字: 輸送部門関連、紫字：産業部門関連、茶字：非CO2 GHG等



モデル分析のためのシナリオ想定 【RITEチーム分析】
36

注１） 今回の分析では、IPCC等で用いられている共有社会経済パス（SSP）は、中位的なSSP2ベースで分析
注２）本来、DXによる電力消費量の増大等のリバウンド効果も考えられるが、CO2限界削減費用低下に伴うリバウンド効果以外のリバウンド効果は今回考慮していない

排出削減
経路

主にデジタル化によるエネルギー需要低減 電力需要の
フレキシビ
リティ（EV, 

HP, CGS）

小規模技術（PV、
風力、EV等）の
より急速なコスト
低減

運輸
1)

家庭
2, 3, 4)

建築物
5)

農業・
食品 6)

産業
7)

派生
効果 8)

BL-Std Baseline

（特段の気
候変動緩和
政策を想定
せず。炭素
価格0）

― ― ― ― ― ― ― ―

BL-Mobil 〇

BL-Resid 〇

BL-Build 〇

BL-Food 〇

BL-Ind 〇

BL-All_CE 〇 〇 〇 〇 〇 〇

BL-All_CE+FL 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

BL-All_CE+FL+GR 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

B2DS-Std B2DS
2 Cを十分
に下回る排
出に抑制
（かつ2030

年の各国
NDCsを想
定、主要先
進国：2050

年GHGでの
CN）

― ― ― ― ― ― ― ―

B2DS-Mobil 〇

B2DS-Resid 〇

B2DS-Build 〇

B2DS-Food 〇

B2DS-Ind 〇

B2DS-All_CE 〇 〇 〇 〇 〇 〇

B2DS-All_CE+FL 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

B2DS-All_CE+FL+GR 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
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DNE21+による分析結果：世界エネルギー消費量
（CE想定時） 【RITEチーム分析】 37

ベースライン
（特段の気候変動政策想定せず）

✓ かなり限定された波及効果のみを考慮した分析段階ではあるものの、想定したサーキュラーエコノ
ミー・シェアリングエコノミー実現によって部門横断的に大きな省エネ効果が期待できる。

（BL-Stdケースからの変化）

参考）2019年の世界最終エネルギー消費量: 10 Gtoe/yr; ベースラインの2050年: 14 Gtoe/yr
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DNE21+による分析結果：世界のGHG削減効果
（CE想定時） 【RITEチーム分析】 38

B2DS（2℃制約シナリオ）

参考）2019年の世界のGHG排出量実績値：59 GtCO2eq./yr、2050年のベースラインの排出量推計値：73 GtCO2eq/yr

✓ 排出削減目標が決まっている条件では、想定したサーキュラーエコノミー・シェアリングエコノミー対策は
相対的に費用が安価なため、限界的な費用の対策と評価される、CCS付きバイオエネルギー（BECCS）
や大気中CO2直接回収貯留（DACCS）といった二酸化炭素除去（CDR）技術への寄与を低減し得る。

✓ なお、最終エネルギー消費量の低減効果は大きいが、CO2削減効果は、エネルギー供給側のCO2原単
位低減も伴っているため、エネルギー消費量ほど、大きくは算定されない。ただし費用低減効果あり。

気候変動政策（CO2限界削減
費用上昇）による排出削減

気候変動政策（CO2限界削減
費用上昇）による排出削減

CEの活用により、限界費用の高いBECCS, 

DACCSといったCDR技術の一部利用を低減

気候変動政策（CO2限界削減
費用上昇）による排出削減

気候変動政策（CO2限界削減
費用上昇）による排出削減
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エネルギーシステム総コストの低減：CE想定時 （Stdシナリオ比、単位：Billion USD/yr）

B2DS時のCO2限界削減費用 （単位：USD/tCO2eq）

✓ DXに誘因されたCEの推進により、エネルギーシステムコストの大きな低下が推計される。
✓ 2℃目標等の長期目標の実現において、CO2限界削減費用の低下（2～3割程度）が期待できる。
✓ 今後、SDGsやwell-being指標の評価も進めていく。

注）費用の幅は国による差異
（主要先進国に別途2050年CN

制約を想定していることによる）

Scenarios Mobil Resid Build Food Ind All_CE
All_CE

+FL

All_CE

+FL+GR

2030-2040年の
間の年平均値

Baseline ▲547 ▲339 ▲1 ▲57 ▲4 ▲894 ▲894 ▲963

B2DS ▲556 ▲352 ▲0 ▲64 ▲5 ▲926 ▲928 ▲1038

2040-2050年の
間の年平均値

Baseline ▲1601 ▲459 ▲1 ▲74 ▲7 ▲1971 ▲1971 ▲2085

B2DS ▲1635 ▲477 ▲6 ▲90 ▲14 ▲2037 ▲2038 ▲2266

B2DS-Std B2DS_All-CE
B2DS_All-

CE+FL

B2DS_All-

CE+FL+GR

2040年 68−310 57−238 57−240 50−195

2050年 146−739 123−524 122−522 60−364



４． まとめ



 世界排出量は依然として増大基調。先進国から途上国へ製造業の移転が続いてい
る。更に、世界協調が難しい国際情勢になってきていることもあり、対策オプションの
幅を広げることが必要

 IPCC 1.5℃評価報告書（2018）以降、低エネルギー需要（LED）シナリオが注目され
てきている。

 IPCC WG3 第６次評価報告書（2022）では、初めて、独立した需要章が設定。第７
次評価報告書（2028年頃公表予定）でも、需要章は独立章として構成される。

 RITEでは、2020年から経済産業省の委託事業として、需要側対策・政策評価を、国
際的な協力、そして国際モデル比較分析として実施する、EDITS事業を受託し、推
進してきている。

 需要側対策は、AIなどを含むデジタル技術の進展によって、その活用をうまくできれ
ば、比較的安価なコストで、低エネルギー需要社会そしてGHG排出量の低減を実現
できる可能性を有している。

 また、GHGの削減だけではなく、鉱物資源や水利用の低減、エネルギー安全保障
の向上を含めて、持続可能な発展やwell-beingの向上にも資する可能性がある。

 EDITSでは、引き続き、IPCC AR7への貢献も含め、包括的な評価、定量的な評価、
そして、政策的なインプリケーションの提示を行っていくことで、社会、企業の方向性
を指し示す研究成果を挙げていく予定である。

まとめ
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B2DS（2℃制約シナリオ）

DNE21+による分析結果：世界エネルギー消費量
（CE想定時） 【RITEチーム分析】

参考）2019年の世界の最終エネルギー消費量実績値：10 Gtoe/yr、2050年のベースラインの最終エネルギー消費量推計値：14 Gtoe/yr

✓ かなり限定されたCEの事例および波及効果のみを考慮しただけでも、2050年では、現在の世界の最終エネルギ
ー消費量全体の6%程度、また、2℃目標下で経済合理的と推計される省エネ量の半分程度もの省エネが、サーキ
ュラーエコノミー・シェアリングエコノミーによって更に追加できる可能性が示唆される。

気候変動政策（CO2限界削減
費用上昇）による省エネ

気候変動政策（CO2限界削減
費用上昇）による省エネ

気候変動政策（CO2限界削減
費用上昇）による省エネ

気候変動政策（CO2限界削減
費用上昇）による省エネ

気候変動政策（CO2限界削減
費用上昇）による省エネ

気候変動政策（CO2限界削減
費用上昇）による省エネ

CEによるCO2

限界削減費用
低下に伴うリ
バウンド効果

（BL-Stdケースからの変化）
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